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代替提案・販売 実績 / 見通し

製品別構成比

業界別構成比

2022年度
実績

2023年度
見通し

75億円

70億円

新規 17社
既存 71社

2022年 実績 2023年 見通し

2022年 実績 2023年 見通し
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在庫金額 ／ 回転日数の推移

379億円

712億円
788億円

562億円
626億円

在庫削減
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『中期経営計画2024』経営目標

当初計画
(2021年11月25日公表)

最新見通し
（2023年5月11日公表）

2022年度~2024年度 計画年度 変更なし

7,500億円
6,000億円: 自律成長
1,500億円: 新規M&A

売上高 変更なし

200億円 営業利益 300億円以上

安定的に8.5％以上 ROE 安定的に10%以上
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営業利益目標の見直しと増減益要因の方向性
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209億円

322億円 300億円以上
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2024年度
経営目標

2027年度
イメージ
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200億円

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025~2027年度

販売数量/在庫調整

スポット販売 ― ― ―

EMS事業拡大

買収会社の収益性改善

人的投資（給与・賞与など）

（当初目標）

スポット販売
42億円

スポット販売
46億円

増益要因： 減益要因：

2023年度はスポット需要の解消、顧客のBCP在庫の調整など反動減に伴い、減益リスクを見込む

250億円
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ROEの考え方

総資産回転率
2.0 前後
財務レバレッジ

2.0 ～ 2.5

当期純利益率
3.0 ～ 3.5

安定的に
10.0%以上

1.3
2.7 3.1 3.8

2.7

2.6 2.6
2.42.1

1.9 1.9
2.2

2019年度
実績

2020年度
実績

2021年度
実績

2022年度
実績

7.6%

13.5%
15.7%

19.6%

10.0%

ROEは、株主資本コスト（7~8%）を意識しつつ、安定的に10％を上回る水準を維持する

2024年度 経営目標



株主還元（配当政策）

7

株主還元に関する
考え方

 業績連動型の「普通配当＋特別配当」の二本建てを基本とする。
 連結配当性向25～35％を目安に置き、安定的に配当を継続する。
 自己株式の取得は、資本効率・株価等を勘案し、機動的に実施する。
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19.3% 20.8%

25.0%

32.1%

2014/3期
実績

2015/3期
実績

2016/3期
実績

2017/3期
実績

2018/3期
実績

2019/3期
実績

2020/3期
実績

2021/3期
実績

2022/3期
実績

2023/3期
実績

2024/3期
予想

※負ののれん
約80億円を含む

25%

35%

35円
(5円増配)

40円
(5円増配)

55円
(15円増配)

60円
(5円増配)

70円
(10円増配)

■ 普通配当
■ 記念配当
■ 特別配当

80円
(10円増配) 70円

（10円減配）

80円
(10円増配)

総還元性向：44.3%
自己株式の取得(3,674百万円)を実施

120円
(40円増配)

総還元性向：45.4%
自己株式の取得(1,499百万円)を実施

220円
(100円増配)

220円



重要課題（マテリアリティ）の特定

重要課題 関連するSDGs 経済・社会情勢の変化 取組み課題

E クリーンな
地球環境を作る

 地球温暖化・環境問題の深刻化
 カーボンニュートラルへの要請

 環境・エネルギー問題に貢献する製品
およびサービスの提供

 環境負荷低減に向けた取り組みの継続

S 働きやすい会社、
豊かな社会を作る

 ニューノーマルに向けた社会構造の変化
 少子高齢化による人材の逼迫

 ニューノーマルに相応しいダイバーシティ
および働き方の促進

 加賀イズムの継承・発展による人財育成

G 持続可能な
経営基盤を作る

 コーポレートガバナンス強化への要請
 環境変化に耐えうるレジリエンスの実現

 ガバナンス、コンプライアンスのさらなる強化
 利益重視経営の徹底

B 持続的な
事業成長を実現する

 デジタルトランスフォーメーションの進展
 IoT・AIなどICTの普及による超スマート

社会の到来
 グローバル競争の激化

 デジタル化社会に貢献する製品および
サービスの提供

 社会課題解決に貢献する新規事業創出
 グローバル展開のさらなる促進

加賀電子グループは、世界および当社が直面するさまざまな課題や社会からの要請に真摯に向き合い、
「E：環境」「S：社会」「G：ガバナンス」ならびに「B：事業」の4つの観点から、当社の経営にとってインパクト
の大きい重要課題を以下の通り特定しました。これらの重要課題の取組みを通じて、持続可能な社会の
実現に寄与する企業活動を実践し、さらなる企業価値の向上を推進していきます。
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主なテーマ 取組み課題・検討課題 中期目標 長期目標

E
再生可能エネルギー
100％化の実現

 国内営業拠点における再エネ導入 2024年:40％ (1%) 2030年:100%

 国内製造拠点における再エネ導入
~2024年:情報収集・
分析及び方針決定
• 自家発電/外部調達
• 太陽光パネル/バイオマ
ス発電/再エネ事業者

2030年:  50%
2050年:100%

 海外製造拠点における再エネ導入 2030年:  30%
2050年:100%

社有車両のEV化  国内営業車両の電動車(EV、HV、PHV、
FCV)への切り替え 2024年:85% (78.5%) 2030年:100%

S
ダイバーシティと
人財マネジメント

 中核人財の多様性確保
（女性、外国人、中途採用）

 高齢者・障がい者雇用の取り組み

<女性新卒総合職比率>
2023年:30% (5.8%)

<女性管理職比率>
2024年:15％ (13.3％)

<女性新卒総合職比率>
2028年:40％

<女性管理職比率>
2029年:17％

「ワークライフ・マネジメ
ント」と「生産性向上」

 育児・介護支援、テレワークなど各種制度拡充
 健康経営優良法人の認定取得

2022年:各種制度拡充
2023年:認定取得

2025年:外部認定取得
2024年~認定継続

G

CGコード改訂・東証
再編に対応した
ガバナンス体制の

再構築

 独立社外取締役1/3以上
 指名・報酬委員会の設置 2021年6月実施済み

次期CGコード改訂に
応じて目標設定

 取締役会の多様化 ~2022年6月:方針決定

 プライム市場に対応したCGコード・フルコンプライ 2021年11月実施済み

経営の監督機能・
執行機能の一層強化

 「委任型執行役員」制度の導入 2022年4月:施行

 「委員会等設置会社」への移行 ~2023年3月:方針決定

※(  )内は計画策定時値：2021年11月 9

サステナビリティ中長期経営計画：主要KPI



主なテーマ 取組み課題・検討課題 2022年度の主な活動・進捗状況

E
再生可能エネルギー
100％化の実現

 国内営業拠点における再エネ導入  再エネ由来電力は全体電力量の1.2%で導入済。24
年度に40%達成予定とし検討継続。

 国内製造拠点における再エネ導入  青森・福島・鳥取の拠点にて太陽光パネル設置に向け
発電量を算出。実地設計を開始。

 海外製造拠点における再エネ導入
 中国（湖北）、ベトナムの拠点にて太陽光パネルによ

る再エネ由来電力の導入開始。各拠点での年間電力
量の30～50%をカバー見込。

社有車両のEV化  国内営業車両の電動車(EV、HV、PHV、
FCV)への切り替え

 電動車化比率は前年度比1.2%増の82.0%
（2023年3月末）。
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サステナビリティ中長期経営計画の進捗：環境

本社ビル屋上に設置した太陽光パネル ベトナム工場に設置した太陽光パネル



主なテーマ 取組み課題・検討課題 2022年度の主な活動・進捗状況

S

ダイバーシティと
人財マネジメント

 中核人財の多様性確保
（女性、外国人、中途採用）

 女性新卒総合職比率は、「行動計画」に沿った採用活
動を実施し前年度比12.3pt増の18.1％。

 女性管理職比率向上に関しグループ内で協議、各社
ごとに女性管理職員数の目標人数を設定済。
2023年4月現在では前年度比3.2pt増の16.5%

 高齢者・障がい者雇用の取り組み  障がい者雇用は法定雇用率100％(2023年3月末)。

「ワークライフ・マネジメ
ント」と「生産性向上」

 育児・介護支援、テレワークなど各種制度拡充  テレワークを恒常的な制度とし規程・ルール改訂を実施。
 健康経営優良法人の認定取得  2023年3月認定取得済み。
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サステナビリティ中長期経営計画の進捗：社会



主なテーマ 取組み課題・検討課題 2022年度の主な活動・進捗状況

G

CGコード改訂・東証
再編に対応した
ガバナンス体制の

再構築

 独立社外取締役1/3以上
 指名・報酬委員会の設置

 23年6月以降は取締役6名（うち社外取締役3名）
とし、過半数以上を社外取締役とする方向。

 指名・報酬委員会は設置済み。

 取締役会の多様化  新任の社外監査役候補を女性とすることを決定。女性
取締役選任に向け活動継続。

 プライム市場に対応したCGコード・フルコンプライ  2022年6月より実施済み。

経営の監督機能・
執行機能の一層強化

 「委任型執行役員」制度の導入  2022年4月より実施済み。

 「委員会等設置会社」への移行  監査役設置会社を継続とするも、取締役任期を現在
の2年から1年に短縮（23年6月予定）
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概要： 役付き執行役員（会長、社長、専務、
常務、上席等）
社内取締役は委任型執行役員を兼務

任期： １年
選出： 指名委員会で審議し、取締役会で決議

11名 6 名
社内取締役

社内取締役

社外取締役
社外取締役

サステナビリティ中長期経営計画の進捗：ガバナンス

取締役会の機能強化 「委任型執行役員」制度の導入



『すべてはお客様のために』

問合せ先：IR・広報部
〒101-8629 東京都千代田区神田松永町20番地
TEL:03-5657-0106 
FAX:03-3254-7133
E-mail：webmaster@taxan.co.jp
https://www.taxan.co.jp



■ 将来見通しに係わる記述についての注意事項
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報および
合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。

■ 本説明資料における表示方法
数値：表示単位未満を四捨五入 比率：円単位で計算後、表示単位の一桁下位を四捨五入
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